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1．はじめに
　本稿は、ここ20年余りの間にアメリカで開発されてきた数多くの革命理論をそれらの理論構成にし
たがって分類し、それらの概要と問題点を指摘し、さらには筆者独自の観点一現実の革命を説明す
る上でのそれら革命理論の有効性のいかん一からそれらの概括的評価を下そうと試みるものであ
る。筆者はすでに前稿でその一端にふれたのであるが1）、本稿ではより一層整理した形で考察を進め
るつもりである。その際、本稿は前稿と多少は重なる部分もあることをあらかじめ断っておきたい。
　さて、日本で革命論と言えばあたかもマルクス主義者の専売特許のようであるが、第2次大戦後め
アメリカ合衆国の社会科学でも実に数多くの暴力・革命理論が考案されてきた。それは、国外におい
ては1959年のキューバ革命の成功および第3世界の諸国家の台頭に触発されたのであり、また国内で
は黒人暴動の頻発およびベトナムへの介入強化に伴う青年の反逆に誘発されたのである。他方、これ
らの内外の出来事と期を同じくして起きていた戦後の政治科学の一大潮流、すなわち行動論革命は、
これらの暴力・革命理論の性格に大きな影響を及ぼした。政治学の科学化をめざしたこの行動論革命
は方法論において規範的側面ではなく経験的側面にその理論的関心を向ける役割を果した2）。こうし
た影響は、価値判断を含む革命（revolution）なる用語を避けて、内戦（internal　war）、市民抗争
（civil　strife）、集合暴力（collective　violence）なる用語が好んで用いられたことに象徴的に現れて
　　　　　　　　　へ　　，　　ぬ　　s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も　　s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も　　へいる。換言すれぽ、行動論的革命理論は革命の実践よりも革命の説明にその主眼があったと言ってよ
いのである。
　ところで、これらの行動論的革命理論はその理論構成からして3群ないし4群に分類することが可
能である。さしあたってはこれらの理論の概略を記すことにしよう。
　行動論的革命理論の第1群は、政治体系の中の暴力現象一般に注目し、革命はもとより内戦、内乱
（civil　war）、クーデター（coup　d6tat）、反乱（rebellion）等を包摂する概念として暴力（violence）
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を想定している。そして人間ないし体系（システム）を政治暴力に関与させる動因が究明の対象とな
　　　　　　　　　システムることから、心理・体系アプローチと呼ぶことにしよう。その主な論者は、デービス（J．C．　Davies）、
アァイヤァーベソド等（1．K．　Feierabend，　R．　L．　Feierabend　and　B．　A．　Nesvold）、ガー（T．
RGurr）、ジョンソン（C．　Johnson）、スメルサー（N．　Smelser）その他からなる。
　　　　　　　　　　　　システム　次いで、第1群の心理・体系視座の批判を通じて登場した第2群の行動論的革命理論が政治紛争ア
プローチである。このアブP一チは国家と公共政策のコントロールをめぐって紛争状態にある諸動員
集団間の政治的力関係に焦点を当てている。この視座はライツとウォルフ（N．Leites　and　C．　Wolf
Jr・）、オーパーシャル（A．　Oberschall）、ティリー（C．　Tilly）その他によって提出された。
　以上の2群の行動論的革命理論に対抗して出現した第3の理論群は構造的・比較史アプローチであ
る。これは特定の社会制度的諸連関の中で諸集団が相互に関連しあう状況と動態的な国際分野におい
て諸社会が相互に関連しあう状況とに同時に注目するものである。この視座は、行動論革命の隆盛の
中で孤立していたムーア（Barrington　Moore　Jr．）に始まり、スコクポル（Th．　Skocpol）とトリ
ンバーガー（E．K．　Trimberger）によって精緻化された。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　システム　今日のアメリカの主要な経験的な行動論的革命理論は、以上の3つ一すなわち心理・体系アプロ
ーチ、政治紛争アプローチ、構造的・比較史アブP一チーが鼎立した状態にあると言ってよいであ
ろう。しかし、最後に、以上の経験的な革命理論のように主要な研究グループとまではいかないにし
ても検討に値すると考えるのが、パーソソズ（T．Parsons）やペラー（R．　Bellah）に連なる新進化
論の視座に立つアイゼンシュタット（S．N．　Eisenstadt）の理論である。アイゼンシュタットは、巨
視社会秩序の変動の中にヨーロッパの「近代革命」一彼のいわゆる「真の」革命一を置いて、そ
れを突然変異として把握する。
　さて、以下、次のように論じることによしよう。第2節では革命とその周辺概念（クーデター等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シスラムを整理し、第3節では行動論的革命理論の二大潮流である心理・体系モデルと政治紛争モデルを検討
する。次いで第4節では「革命理論の新展開」として構造的・比較史モデルと新進化論モデルを検討
する。最後の節では、現に起きた（あるいは将来起きるであろう）革命を説明するという見地から以
上の4つの理論モデルの適用可能性を評価するつもりである。
2．革命概念の整理
　革命概念の意味内容は論者によって多種多様である。たとえぽ、ハンチントソ（S．P．　Huntington）
によれば、「革命はある社会の支配的な価値と神話における、そしてまたその社会の政治制度、社会
構造、指導者および政府の活動と政策における急速で根本的で激しい国内変動である。」3）彼の定義で
は内乱、クーデター、暴動等は革命の要件を満たさない。このハンチントンの革命概念をもっとも狭
義なものとすれぽ、行動論的革命概念はそれよりもかなり広義に用いられるのが通例であり、内乱、
クーデター等を包括する概念と考える者（ティリー）もあれば、政治暴力の1つと考える者（ガー）
もある。
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　いずれにしても、これまでの世界史を通じて起きた本格的な革命（たとえぽフラソス革命）を見て
みれぽ、そこでは暴動も内乱もクーデターもいっしょに起きている。とすれぽ、革命とそれ以外の周
辺現象とのかかわりにも説明が向けられなけれぽならないはずである。その場合、ティリーが革命状
況（revolutionary　situation）と革命結果（reuolutionary　outcome）とを概念的に区別したのは参
考になるであろう。
　革命状況は「国家機構の重要な部分に対する統制を効果的に実行したブロックが複数に存在する」
事態である・・．テ、リーはこれを鍾主権状況（m・1・i－・・V・・e量9・・y）と言・・搬て・・る・この鍾主
権概念はト。ツキーの「二聾力」概念”・その着想を借りたものであるが・その際・後者の齢のも
つ2つの限定条件一（1）支配的なブロックが2っ存在すること、（2）各ブロックが単一の社会階級から
なること一を取り除くことによって出来上がった。もう一方の革命結果は「一群の権力保持老がも
う＿群の勧保儲絞替する」・とと定義されている・・．そして靴結果が生じるカ・否かを決定す
る3つの条件は、（1）多重主権状況の存在、（2）革命的連合（挑戦者と政体構成員との連合）、（3）強制的
資源のコントロール、がそれである。さらにティリーは革命状況と革命結果とを組合わせて第1図を．
作って、内乱、クーデター、暴動、本格的な革命の相互関係をかなり巧みに表現している。
　この図では広義の革命観が採られているので、ある出来事を「革命」と見なすには革命状況と革命
結果との組合わせのただ最小限だけが必要であることがわかる。また「内乱」を表わす長楕円形は革
命状況の極一最終的な分裂一に少しかか
っているが、それは「内乱」が、前は単一の
政府に統制されていた領土が結果的に永久に
2つ以上に分割されてしまう事態であること
を示している。さらに「クーデター」は革命
状況が広がらなけれぽ革命結果も広がらない
出来事であり、「暴動」は革命状況が極点に
近くても革命結果が必ずしも極点とはならな
い出来事であることがわかる。革命状況と革
命結果の双方が極点の場合に「本格的な革
命」（狭義の革命）となる。
　最後に、以下で検討する4つのアプローチ
が想定している革命観を第1図の分類に従っ
て画定しておくと便利であろう。この図が政
治紛争モデルのものであるとすれぽ、この図
の「革命」を「暴力」に置き換えれば心理・
システA体系アプローチとなる。そしてこの図の「本
格的な革命」を対象に据えるのが構造的、比
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????
　交替なし
　　　　分裂　　　　　　　　　　　　　最終的
　　　　なし　　革命状況　　 な分裂
（Source）C．　Tilly，　From　Mobilization　to　Revolution，
　　Reeding，　Mass．，：Addison－Wesley，1978，　p．198．
　第1図　権力移行の類型の相違による状況と結果
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較史アプローチと新進化論アプローチの両者である。
3．行動論的革命理論
　　　　　　シスワム　←）心理・体系モデル
　　　　　　　　　　　　　システム　さて、まず第一群の心理・体系視座から把える革命理論は概略的に言って革命・暴力の原因を次の
ように説明している。社会構造の急激で無規制な変動が多岐にわたる緊張を生む。この緊張が解消さ
れず、しかも社会統制が弛緩ないし弱体化している場合には、いつでもどこでもこの緊張が大衆暴力
となって噴出する。こうした緊張を、デービスはJ曲線仮説で説明し、ファイヤアーベンドたちは体
系的欲求不満（systemic　frustration）、スメルサーは構i造的ストレーン（structual　strain）、ジョ
ンソンはシステムの不均衡（disequilibrium）、ガーは相対的剥奪（relative　deprivation）としてそ
れぞれ把握している。以下では理論的に最も精緻なガーの理論を少し詳しく述ぺるつもりであるが、
その前に他の論者の説く理論の要点にも簡単にふれておくことにしよう。
　　A、諸論者の概観
　デービスの有名なJ曲線仮説は彼の次の論述に集約されている。「革命は期待と満足の長期的な上
昇の後に短期の急激な反転が続く場合に最も起こりやすい。というのもこの急激な反転を通じて期待
と満足のギャップが急速に拡大し耐えがたいものとなるからである。」6）J曲線とは満足の漸進的な上
昇と満足の突然の下降を逆J型に描く線形グラフのことである。デービスはこの仮説を、1789年のフ
ランス革命、1861年の南北戦争、1933年のナチ革命、1960年代の黒人暴動と学生反乱についての統計
データを用いて例証した。
　ファイヤアーベンド等は1948年から1965年までに84力国で起きた社会変動と政治暴力についての統
計データから両変数間の相関関係を算出して次のような結論を導き出した7）。すなわち近代国家と伝
統国家は安定に向かう傾向があるのに対して、過渡期は騒乱と暴力をもたらす。また社会・経済変動
の速度が速けれぽ速いほど政治的不安定の水準も高くなる。したがって伝統から近代への過渡期社会
には急激な社会変動が生じ、それが体系的欲求不満一すなわちその社会の内部で集合的に経験され
る欲求不満一を引き起こす。この体系的欲求不満が政治暴力を引き起こすとファイヤアーペソド等
は考えた。
　ジョンソンとスメルサーはマルクスの階級闘争社会観よりもパーソンズの価値合意社会観を前提に
置いている。したがって、ジョンソンの説明する革命は8）、社会システムが不均衡化し、エリートが
権威を喪失した場合に、ある出来事がきっかけとなって生じる。一方、スメルサーによれぽ9）、システ
ムの諸構成要素の関係が悪化し、その結果として機能障害が生じ一これをストレーンとよぶ一、
集合行動（collective　behavior）カミ起こる。革命はその集合行動の諸形態の中でも最高位の価値志
向運動（value　oriented　movelnellt）にあたる。
　　B、ガーの政治暴力理論
　さて、ガーは、まず第1に不満が発生し、それが政治化して、政治暴力が発生する、と仮定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　4　一
　その場合のガーの関心は政治暴力の潜在力（potential　for　political　violence）にあり、不満の原
動力の究明に向かう。ガーはその原動力を相対的剥奪と呼んでいる。この相対的剥奪は心理学で開発
された欲求不満一攻撃仮説10）を政治領域に拡張したものである。
　相対的剥奪とは人々が欲するものと達成できるものとの不一致であり、ガーはそれを価値期待
（value　expectation）と価値能力（value　capability）の不一致と表現している。この場合の価値と
は「人々が得ようと努める望ましい出来事、対象物、条件」である11）。そして相対的剥奪ともっとも
関係する価値は、ガーによれば、福祉価値、権力価値、対人価値である。このような価値のカテゴリ
ー化によってガーは、人々は経済分析や階級闘争では把えることのできない理由から政府に反対する
のだと指摘しているのである。
　ガーの分析でより重要なのは現実の生活環境における相対的剥奪の形態を3つに分類していること
である12）。これらの価値剥奪は、能力下降型（decremental　deprivation）、期待上昇型（aspira・
tional　deprivation）、相乗型（progressive　deprivation）の3種類である。まず能力下降型は価値
能力が低下しているのに価値期待が依然として一定の場合に起こる。期待上昇型は価値期待が上昇し
ても価値能力が相変わらず一定の場合に起こる。最後の相乗型は価値期待が上昇し価値能力が下降す
る場合に起こる。特に大革命では第3の相乗型の価値剥奪が見られたとガーは述ぺている。
　最後に、ガーにおいて相対的剥奪が革命とどのように関係づけられているか見ておこう13）。ガーは
市民暴力を騒乱（turmoil）、共同謀議（conspiracy）、内戦（internal　war）からなる形態に分類す
る。最後の内戦の中に革命は含まれている。ガーによれば共同体（community）においてどんな集団
が相対的剥奪を受けるかによってどの暴力形態が生じるかは決まる。相対的剥奪が大衆にとって高
く、エリートにとっては低い場合には騒乱が生じるが、大衆とエリートの双方が著しい価値剥奪を受
ける場合に革命が生じると考えるのである。
　　　　　　　シス7ム　　C、心理・体系モデルの問題点
　　　　　　　　　　　　　シスギム　本節で論じたような心理・体系視座に立った革命理論では、急激な社会変動によって欲求と充足の
ギャップ、体系的欲求不満、ストレーソ、システムの不均衡、相対的剥奪が生じ、それによって政治
暴力ないし革命が起こるという理論構成になっている。これはいわば大衆社会論の革命理論版といっ
てよい。共同体ないし中間集団の解体によって個人が原子化し、それによって生じた不満が大衆社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ツステムならぬ革命を起こすというのである。それゆえにまた心理・体系モデルは次のような難点をかかえて
いることが指摘できるのである。第1に、革命ないし政治暴力がすぐれて政治過程の問題でありなが
らも心理・社会的要因によってしか説明されていない（政治と社会の混同）。第2に、この理論構成
では社会変動の影響を被ったすぺての人口集団が革命への参加者になってしまい、具体的に革命に参
加する集団が特定できない（革命主体の不確定）。第3に、社会変動から不満、不満から反抗へと二
段階の飛躍が生じている点である。
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　（⇒　政治紛争モデル
　　　　　　　　　　　　　　　システム　さて、政治紛争モデルは心理・体系モデルに対して次のような問題提起を行うことから出発する。
すなわち民衆は強い不満を抱く場合があっても、わずかな資源しか持たず、抵抗する力を欠いている
ならぽ、挑戦者に対してごくわずかなインプットしか提供できない。一方、穏やかな不平しか持って
いなくても豊富な資源を持っている民衆ならぽ、たとえほんのわずかの資源しか挑戦者に提供しない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　システムにしても大きな貢献を果すであろうといった問題提起である。これからは、心理・体系モデルが非合
理的・感性的人間観に依拠した理論であるのに対し、政治紛争モデルが合理的、功利的な人間観に基
づいたそれであることが明らかであろう。以下の行論では、政治紛争モデルの意図せざる創始者と考
えられるライツとウォルフの所論に簡単にふれ、次いで政治紛争モデルの論点を指摘し、最後にその
代表的論客であるティリーの革命理論を検討しよう。
　　A、ライツとウォルフ
　政治紛争モデルの素朴な発想はライツとウォルフのr反乱と権威』に見られる14）。彼らは反乱を1
つのシステムと把え、費用一効果計算（cost－effectiveness　calculus）の観点から、このシステム内
における反乱側と権力側の成功度を高めるために必要な戦略を分析する。反乱側と権力側はともに合
理的であると仮定され、共感やイデオロギーは副次的な位置に置かれている。それゆえに、反乱側は
民衆の人心を掌握することによって成功するというよりは、むしろ強制と報復によって民衆の支持を
獲得し、権力側に反対する非難を作り出すとライツとウォルフは主張している。彼らは相対的剥奪に
直接に言及してはいないが、それを人心掌握論（hearts－and－minds　view）として把えて、それに
対する適格な反論の1つを行ったと考えられる。
　　B、政治紛争モデルの要点
　政治紛争モデルは動員理論に基礎づけられているが、その動員理論はオルソン（M．Olson）の集
合行為論によって論点が確認されている15）。
　オルソンによれば、集合体のすべての成員は集合財の獲得という共通の利害を持ってはいるが、集
合財の供給に要する費用を払うことには共通の利害を持ってはいない。なぜならぽ、集合財とは集団
の一成員にいったん供給されたならぽ、集団の他の成員の、さらには集合財の獲得に要する費用を負
担しなかった成員の消費をくいとめることができない財だからである。とすれぽ、大集団において合
理的な個人はフリー・ライダー（只乗り）になる傾向が出てくる。しかし、集合体成員の全員あるい
は大多数がフリー・ライダーになるならぽ、集合財の獲得を第1の目的とする連帯行動は行われない
だろう。こうしたジレンマを解消するためには、集合財を求める集団は寄与しない成員に否定的サソ
クション（negative　sanction）を加えるか、さもなけれぽ寄与する成員に選択的誘因（selective
incentive一昇進等一を提供しなけれぽならない。
　しかしながら、オルソンのこうした所説は、人々が運動に加わる合理的側面にのみ説明が向けられ
ているが、これは現実の一面しか語っていないことは明らかであろう。そこで、動員における非合理
的＝心理的側面についての説明を加えたのがティリーである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　6　一
　ティリーによれぽ16）、集合体の連帯は範疇性（catness）と綱状組織性（netness）の2つの要素か
らなる範網性（catnet）の所産である。範疇性とは集団が共有する帰属意識の強度一すなわち共通
の特性を分かち持つ人々の全員を包含する社会的境界の明確さ一である。網状組織性とは対人的紐
帯によって集団成員を結合する集団成員間の網状組織の密度である。換言すれぽ、他集団に対する自
集団の連帯が範疇性と呼ぼれ、集団成員問の相互連帯が網状組織性と呼ばれている。ところで、大抵
の場合、集合体の連帯が強ければ強いほど資源転移の行われる確率が高くなる。したがって、資源の
乏しい集合体でも連帯性が強けれぽ、資源は豊かでも連帯性の乏しい集合体をうわまわる資源動員は
可能と言ってよいことになる。
　要するに、フリー・ライダーに対する集団規範の強制は、オルソンの所論のように、集団成員に否
定的サンクショソまたは選択的誘因を加えることによって可能であるぼかりでなく、ティリーの言う
連帯性を強めることによっても可能となるのである。
　　C、動員理論の革命理論への適用
　かくして、このような動員理論に依拠した革命理論は、利害関係を前提として政治過程を扱い、利
害関係の組織化と紛争の結果として革命が生ずるといった理論構成をとる。こうした革命理論の一例
として、以下ティリーのそれを検討し、その問題点を指摘しよう。
　ティリーはまず次のような支配構造を提出しているt7）。すなわちそれは、人口集団（population）
の主要な強制諸手段を統制する1つの政府（government）と、自己の利害のために政府の活動とア
ウトプットに影響を及ぼすべく資源を用いる競争者（contender）とから構成される。後者の競争者
は政体構成員（member　of　polity）と挑戦者（challenger）からなる。政体構成員とは支配構造か
ら利益を得て政府に対して日常的で低コストの接近手段を持っている。他方の挑戦者は挑戦コストが
彼らに相当なものであっても、より大きな影響力と政府のより大きなアウト・プットを求めている。
　ティリーによれば、既存の政体に取ってかわろうとする代替的な政体の出現で革命状況＝多重主権
状況が始まる。こうした革命状況の近因としてティリーは次の3つを掲げている18）。第1に、政体構
成員によって現在行使されている政府に対する統制に代替しようとする主張を排他的に行う競争者ま
たは競争者の連合が出現すること、第2に、従属する人口集団の大部分がこれらの主張にコミットす
ること、第3に政府に代替しようとする連合とその主張へのコミットメソトの双方ないし一方を鎮圧
しようとする能力もしくは意志が政府の代行者に欠けていること、である。
　このような革命状況にいったん入いった場合、まず挑戦者と政体構成員とが革命的連合を結成し、
さらに革命的連合が実質的な強制力を統制するならぽ、一群の権力保持者が他の一群の権力保持者に
交替する事態一すなわち革命結果一が生じることになる。
　　D、ティリーの革命理論の問題点
　　　　　　　　　　　　　　　システム　政治紛争アプローチは、心理・体系アプローチのように非政治的因子（たとえば不満、システムの
不均衡）に説明の重心を置くものではなく、直接に政治的因子（すなわち資源動員、連合形成）に力
点を置くものであった。とりわけティリーは、国家権力をめぐって諸集団が排他的に闘争しあう状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　7　一
を革命状況として把えた。それゆえにまた、次のような問題点をかかえている。第1に、通常の紛争
状況と革命状況とが同じ平面で把えられているが、通常の紛争状況で争われる財と革命状況で争われ
る財（＝主権）とを同一視することが適当か否かといった問題である。第2に、彼の国家観に矛盾が
存在する点である。なぜなら通常の紛争状況では中心の位置を占めていた国家の役割が、革命状況で
は多重主権がその規定特性とされたために倭小化されてしまったと言ってよいからである。
4．革命理論の新展開
　←）構造的・比較史モデル
　　　　　　　　　　　　　　　VAテム　さて、第3節で検討した心理・体系モデルと政治紛争モデルの双方に直接に対峙する中から新しい
理論モデルの構築を企てたのがスコクポルとトリンパーガーの2人である。両女史の構造的・比較史
モデルを検討する前に、同モデルの祖型とされているムーアの理論にふれておかねぽなるまい。
　　A、ムーア
　ムーアはその著r独裁制と民主制の社会的起源』19）の中で農業社会から工業社会へと社会変革を遂
げた（あるいは社会変革を企てた）8力国一すなわちイギリス、フランス、アメリカ合衆国、中国、
ロシア、日本、ドイツ、インドーを取り上げ、地主と農民がその社会変革で果した役割の比較研究
を通じて、近代社会に至る3つのコースを導出した。
　第1のコースはイギリス、フランス、合衆国の場合であり、これらの3力国ではブルジョア革命の
成功によって地主と農民の勢力を抑えてデモクラシーの発展が可能となった。第2は中国とロシアの
場合であり、両国では農民革命が共産党の独裁をもたらす一方で、工業化を（ただし中国は除く）達
成できた。第3は日本とドイツの場合であり、両国では上からの革命によってブルジョア革命が阻止
され、そのため伝統的な支配階級の地位は確固たるものとなり、工業化には成功したもののファシズ
ムに至った。このようにしてムーアは、近代社会に至るデモクラシーへの径路、コミュニズムへの径
路、ファシズムへの径路を同定した。ただし残りのインドは革命の回避には成功したが、伝統勢力の
基盤を破壊できず、その結果、工業化に失敗してしまった。
　スコクポルはムーアのこの理論を次の点で批判して彼女自身の視座を獲得する20）。第1に、近代社
会に至るこれらの3つのコースの相違を説明する重要な変数であるブルジョア的・商業的推進力の強
度は政治的結果についての知識から推定されていて、その基準がはっきりしない。第2に、ムーアは
マルクス主義の通例の階級国家観に相変わらず依拠しており、そのためかえって国家が支配階級の利
害に反して行動したり新しい生産様式を創出する目的で行動する事実がうまく説明できない。第3
に、ある社会の社会変動がただその社会内部の政治的・経済的な相互作用からのみ起こると想定され
ており、他の社会からの国際的な政治的・経済的な影響が軽視されている。
　　B、革命の原因、過程、結果
　さて、スコクポルとトリンバーガーは21）既に検討した2組の行動論的革命理論のように、人間（不
満とか紛争）に第1の関心を置く視座からは離れて、社会・政治構造に重心を移している。他方、前
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項で論じたようにムーアのマルクス主義解釈を批判的に摂取して国家の潜在的自律性（potential
autonomy）と国際的世界史的連関を基軸にして、これまでの歴史上起きた革命を、スコクポルは下
からの革命（revolution　from　below）として、トリソパーガーは上からの革命（revolution　from
above）として説明しようと試みる。こうした説明を行う際に両女史が考えている革命の原因、過程、
結果のそれぞれの意味は次のようなものである。
　マルクスによれば、革命は生産様式の最も経済的に発達した社会構成体においてその生産様式が矛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぬ　　　ぬ　　　s盾の限界に達したときに生じる。決定的な矛盾は社会的諸力と社会的生産関係との間に生じた経済的
ミ
な矛盾である。しかしながら、フランス革命を始めとして実際の歴史上の革命は、マルクスのこの予
想を裏切り、資本主義的生産関係の低度にしか、あるいは中程度にしか発展していない圧倒的な農業
国家でしか生じなかった。しかも革命状況の発生を説明する旧体制内の客観的な矛盾は、経済的なそ
れではなく、むしろ国際的な場面の軍事的な競争相手と、既存の国内経済の拘束および国際競争に対
処すぺく資源を動員する国家の努力に対する国内の政治的に強力な階級勢力の抵抗、との間の交叉圧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s　　　’　　　s　　　カカにはさまれた国家の構造・状況に集中する政治的な矛盾であった。したがって、革命は経済的な後
進国において政治的な原因で起きたのである。
　またマルクスによれぽ、革命は、基本的には生産様式の母体内で台頭し革命後の新しい生産様式の
中心となった階級によって指導される階級闘争を通じて達成される。歴史的には2つの階級だけが
一ブルジョア革命では資本家階級が、社会主義革命ではプロレタリアートが一この指導的な役割
を果す。そしてまたいずれの革命類型においても、ヘゲモニーを握った革命階級に農民層のような同
盟者がいる。もっともその農民層は対自的階級となることができず、革命過程と革命結果をコソトロ
ールすることができない。以上のようなマルクスの革命過程論にスコクポル等は2つの限定条件を付
け加える。第1に、若干の革命（上からの革命）は、なるほどマルクスの視座からは革命といえそう
な結果をそなえてはいるが、階級勢力によって行われたのではなく、官僚＝政治エリートによって行
われたと言った方がよい。他方、下からの革命には階級闘争によって実現された側面があるにして
も、階級闘争の中から生まれた指導者集団を階級勢力の代表者ないし同盟者にのみ置き換えることは
できない。第2に、現実に、特に下からの革命において、旧体制の階級および政治構造の基礎を掘り
くずして革命的国家を社会経済的、政治的基礎の上に強化するお膳立てを一番よくしたのは農民層で
あった。ちなみに階級意識をもった資本家のブルジョアジーが革命において指導的役割を果した例は
一度もなかった。そしてまたプロレタリアートは旧体制の打倒に際して農民層ほどに決定的な役割を
果さなかったのであり、ロシア革命ではボルシェヴィキは1917年以降、党国家権力を強化するにつれ
て農民層以上に完全かつ速やかに妥協をよぎなくされたのである。
　それでは革命がいったん起きて成功したあと、どんな革命が実行されるのか。マルクスによれぽ、
革命はある生産様式の別の生産様式への移行であり、社会経済的条件を変革して新たにより急速な経
済発展を促進する条件を創出する。しかもイデオPギーとか国家といった上部構造の変革と根底的な
社会・経済変動に対応して行われるものである。しかしながら歴史上の革命は階級関係を変えると同
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程度にまたはそれ以上に国家構造を変えたのである。上からの革命と下からの革命のいずれの場合に
おいても、国家構造はにわかに、より一層集権化かつ官僚化したし、また第2次大戦以来の第3世界
における革命は真に不覇独立の、大衆動員型の国民国家を創出することによって、植民地的ないし新
植民地的従属の束縛を断ち切るか、もしくは緩和した。したがって、革命の及ぼした影響は階級構造
の変化にのみならず国家の構造と機能にも及んだ。
　以上のように、スコクポルとトリンパーガーがマルクスを批判的に摂取して得た革命の原因、過
程、結果を要約すれぽ次のようになろう。すなわち、革命は経済的な後進国において政治的な原因に
よって生じる（革命原因）。また革命は階級闘争によって生じるのであるが、その場合、その指導者
階級は必ずしも下からのみ現れるわけではないし、さらにまた特に農民層の果した役割を一層重視し
なけれぽならない（革命過程）。最後に、革命は結果的に階級変動をもたらす以上に集権的な官僚国
家を創出する（革命結果）。
　　C、上からの革命と下からの革命
　スコクポルとトリンバーガーによれぽ、革命は「国家機構の超法規的奪取のすぺてであり、旧体制
において支配的な生産手段をコントロールしていた階級の政治・経済権力の打倒である。」22）そしてト
リンバーガーの上からの革命とスコクポルの下からの革命とに共通する要点は、旧体制の上層階級
一すなわち貴族、王制一が打倒されることである。他方、両者を画する論点は下からの大衆反乱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　カ　　あ　　　ぬの有無である。したがって、階級変動が起きても下からの大衆反乱は伴わない革命を上からの革命、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ　　　ゐ　　あ　　　ら階級変動のみならず下からの大衆反乱も起こる革命を下からの革命と呼ぶことになる。
　トリソパーガーの上からの革命なる概念は、彼女の当初のトルコのアタチュルク革命と日本の明治
維新との比較研究によって析出されたエリート革命なる概念をエラボレートしたものである。トリン
パーガーにょれば、上からの革命の規定特性は23）、第1に旧体制下の軍部官僚によって組織・指導さ
れる、第2に大衆の参加を伴わない、第3に暴力、処刑、国外追放、反革命をわずかしか伴わない、
第4にプラグマティクに実行される、第5に貴族、上層階級の経済的政治的基盤を破壊すること、こ
れである。これらの5つの規定特性の中で最も重要なものは第1点である。つまり軍部官僚は支配階
級そのものではなく、彼らから相対的に自律しており、それゆえにまた現行の社会・政治・経済秩序
が外部勢力または下からの蜂起によって脅威を受けた場合にのみ、上からの革命といった急進的な行
動を卒先して行うのである。
　スコクポルはフラソス、ロシア、中国の社会革命の比較研究を通して、それらの革命では同様の原
因と結果が見られたと結論づけている24）。これらの社会革命は、農業を主とする国家で、外圧と国内
的緊張によって旧体制が弱体化するような状況の下で起こった。その後これらの社会革命は無政府主
義、反革命勢力、地方軍閥あるいは外国の干渉との長い闘争に悩まされたが、こうした暴力的な余波
が事実上国家の安定と強化に貢献した。というのも革命政党には官僚的な原理に基礎づけられて旧勢
力の世襲的な非能率を一掃する新しい軍隊を創設する機会があったからである。結局のところ彼らの
勝利からは中央集権国家の新しい構造と正統性観念とが生まれた。
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　　D、構造的・比較史モデルの問題点
　　　　　　　　　システム　先に検討した心理・体系モデルおよび政治紛争モデルと構造的・比較史モデルとを比べた場合、次
の点を特に指摘しなけれぽならない。すなわち、構造的・比較史モデルは、革命前の希望や期待の問
題よりも、革命の沈静化とともに革命後には前にもまして過酷かつ位階的な国家構造がどうして再び
出現するのかという問題に研究関心が向けられていることである。してみると、行動論的革命理論は
その中心が革命の原因よりも結果の研究にその重心が移ったといってよいのである。
　最後に、構造的・比較史モデルの主な問題点を指摘しておこう。第1に、このモデルが構造主義を
徹底させたあまり人間の観念の役割を過少に評価することになってしまった。第2に、同モデルはこ
れまでのところ歴史的具体例の帰納的な分析パターソを認識する発見装置以上のものが提供されてい
ないことである。
　⇔　新進化論モデル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　システム　さて、これまで検討してきた3組の理論モデルーすなわち心理・体系モデル、政治紛争モデル、
構造的・比較史モデルーは現代アメリカの行動論的革命理論の三大潮流に数えてよいと思われる
が、最後に、その理論的企図と歴史的視野において類例を見ないアイゼンシュタットの革命理論もま
た看過されてはならない。彼は、既に述べた3組の革命理論においてはもちろん、フランス革命以来
の社会科学の中でも自明視されてきた革命観を再規定し、巨視社会秩序の中に革命的変革を位置づけ
ようと企てる25）。
　アイゼンシュタットの考える革命観は、これまで歴史上起きたピューリタン革命と名誉革命、アメ
リヵ革命、フランス革命といった大革命に、さらには1848年のヨーロッパの諸革命、パリ・コミ＝一
ソ、ロシア革命、中国革命といった出来事に由来する。これらの大革命や出来事に触発されて、革命
家および近代の知識人は、暴力、革新性、変動の全体性といった三要素からなる革命観を作り上げた
が、今日の革命研究者のすべてに共有されている革命観がそれである。アイゼンシュタットはそれを
純粋の（pure）、真の（true）革命または近代革命（modern　revolution）と呼んでいる。そしてこ
の近代革命のイメージは人間社会の進化の諸段階なる社会変動観に支えられている。つまり、社会生
活の諸局面はみな、同種の、または類似の諸段階を追って進化すると仮定されている。このようにし
て、アイゼソシュタットはパーソソズ、ベラーに連なる新進化論の視座に立って、結論的には近代革
命を社会の自然の必然的な発展というよりも突然変異（mutation）と見なすべきだと論じている26）。
　アイゼソシュタットはまた、これまでめ革命研究を次のように論難している。その大部分の研究が
革命現象の中でも最も容易に識別できる側面一政治領域一に重心を置いてきたために、社会体制
の中の政治領域の変革と他の領域の変革との関係は系統的に検討されないままとなってしまった。こ
うした欠陥を克服するために彼は次のような研究戦略を立てる。すなわち、歴史上の記録に残った大
文明のすべてにあてはまる、社会秩序と社会変動を規制している根本原理の説明を企てる理論を提出
し、次いでこの理論を用いて近代革命の原因、過程、結果を解明しようというのである。
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　　A、修正パーソンズ理論
　　アイゼンシュタットはパーソンズ学派の構造機能論の主張一すなわち社会的行為はそれを構成
している共有された規範ないし価値によって説明すぺきである一を依然として貫いている27）。した
がって、社会の組織化ないし変革を可能にする仕方を説明するにはその社会の文化一すなわち究極
の真理や善悪について考えるのに用いられる象徴一を理解しなければならないことになる。
　それにもかかわらず、アイゼンシュタットはパーソンズ学派に向けられた批判を受け入れて合意よ
りも闘争を重視する。この点で彼はパーソンズ学派から離れて、闘争や紛争を社会生活に固有なもの
と見なすのである。世界の究極的な意味や倫理と究極的な原理について諸文明内の人々の考え方を智
導する象徴的指向の特徴は文明ごとに様々である。しかし、これらの象徴的指向は様々に解釈できる
のであり、この解釈が異なれぽ、社会的相互行為の基本ルール（ground　rule　of　social　interaction）
も様々に生まれるので、その結果としてしばしば暴力紛争が起こるのである。したがって、ある社会
の内部に起こりうる紛争および変動のパターンとその変異が説明されなければならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　やイ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s　s　アイゼンシュタットがこの説明に用いる鍵概念が中心（center）である。中心はシルズ（E．　Shils）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぬ　　もの展開した見解を借りて「価値・信念領域の現象」と定義される28）。ある社会の中心はその社会の宗
教制度、政治制度、経済制度、社会制度の作動を支配する根本原理から成立っている。典型的なパー
　　　　　　　　　　　’　　　むソンズ学派ならぽ、この中心原理は一般的な社会的合意の所産と見なすであろう。しかし、アイゼン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も　　ゐシュタットはこのような合意を前提とはしない。中心原理はある社会の基本的な文化的指向の二次的
　　　　　　　　s　　へ　　’　　s　　｝　　s　　う　　N　　へ　　’　　も　　ぬ　　s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　も
解釈の所産である社会的相互行為の基本ルールから引き出される。また、ある社会の中心の性格は諸
集団の中心への接近手段（access　to　center）をめぐる複雑な闘争のいかんによって決定される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぬ　　　ゐ　このように、アイゼンシュタットは、ある社会の中心の特性を論じる際に階級闘争およびエリート
間の紛争といった要素を考慮する一方で、さらに階級闘争およびエリート間の紛争はその社会の文化
構成一般に照らして解さなければならないと主張するのである。
　　B、アイゼンシュタットの革命理論
　さて、アイゼンシュタットが議論の核に据えるのは、すでに言及したように、暴力、革新性、変動
　　　　　　　　　　ゐ　　　りの全体性を特徴とする真の革命、すなわち近代革命である。アイゼンシュタットによれば29）、近代革
命は、政治領域といった社会領域の一面にだけ限定されず政治・社会・文化の諸領域を一斉に変革す
る合体型変動（coalescent　change）を起こす社会変動である。近代革命は明らかに西欧社会の創造
物ではあるが、それを可能にしたのは中世および近代初期のヨーロッパの特徴が中心の多重性（mul・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も　　もtiplicity of　center）だったという事実である。ヨーロッパでは相異なった中心原理をめぐって教会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う　　で　　あ　　　s　　　s　　　N制度、政治制度、社会勢力が組織されたということが中心の多重性であるが、これはまたヨーロッパ
文化の基本理念、特に超俗秩序と世俗秩序との緊張とも関連する事実である。近代ヨーロッパではこ
　　　　　　’　　　sうした様々な中心に対する支配をめぐる闘争から数多くの新しいエリートが誕生した。たとえば、本
質的に新しい種類の秩序を思い描いたのが文化エリートであり、根本的な変革を希望したのが経済エ
リートであった等々。いうなれぽ、西欧の近代革命はこれらのエリートが連合したからこそ起きたの
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である。
　　　　　　　　　　　　　で　　　う　ところが非西欧社会では、中心が多数存在していても、それらが相互に結合するというヨーロッパ
流の形態が欠如していた。そのため非西欧社会は西欧から広まった近代的な制度枠組に組込まれるよ
うになるまで革命を経験することができなかった。非西欧世界が革命を経験できるためには次の3っ
の条件が必要であった。第1に、西欧から広まった国際的な政治・経済・文化システムに組込まれた
結果として生じる緊張を経験すること、第2に、超俗秩序と世俗秩序との緊張をせめて少しは認識し
て、この緊張と現世活動とを橋渡しする必要性を認める文化を有すること、第3に、帝制システムま
たは帝制的封建システムを有すること、これである。ロシアと中国ではこれらの諸条件がそろったか
ら革命が起きたのであるが、日本とインドにはそれらの条件が整わなかったので革命は起きなかっ
た。目本には適当な政治構造は存在していたが、過去との関係を暴力的に断ち切るのに必要な文化的
指向が欠けていた。他方、イソドには適当な文化的指向は存在していたが、不可欠な政治構造が欠け
ていた。
　さらにアイゼンシュタットは革命結果についても次のような考察を行っている30）。彼は中心の硬直
性（rigidity　of　center）なる概念を用いて、様々な革命に伴った暴力的断絶の総量を説明し、さら
にそれらの革命が自由、進歩、連帯といった公然たる目標を達成した程度についても説明している。
マ　　　う　　　り　　　り　　　ゐ　　　う
硬直した中心は社会の新しい要求に適応できず、近代化によって生じた新しい社会層を吸収すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リ　　　ミができない。たとえば、革命以前のフランスの中心は中国やロシアのそれほど硬直しておらず、革命
以後のフラソスでは政治的正統化の象徴や前提においても、また社会階級の構成においても不連続の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マ　　　リ　　む　　　’　　　s　　　ゐ程度がロシアや中国よりも低かった。革命以前の中国の中心の硬直性はロシアのそれよりもやや弱
く、その結果、中国革命の第1段階における不連続と断絶はロシアほど明確でなかった。しかし、国
　　　　　　　で　　　ぬ　　　カ　　　ヨ　　　’　　　ゐ民党の時期には硬直した中心が生まれ、共産革命においては制度生活のあらゆる側面でより暴力的な
不連続が必要となった。
　一般的に言って、過去との関係が暴力的に断ち切られるようになれぽなるほど、革命に勝利した新
しいエリートはますます強制を行使するエリートとなる。そしてこれらのエリートは、革命後は新しい
あ　　　も中心の統制外の制度的発展を許容しないので、自由よりも連帯といった価値を強調することになる。
　　C、アイゼソシュタット理論の問題点
　以上のようなアイゼンシュタットの理論モデルは、彼がこれまで近代化、前近代的政治体制、社会
学理論、そして比較文明論について書いてきたほとんどあらゆるものを凝縮し、その結果できた総合
から世界史における革命的変動の位置を新しい視点から展開したものに他ならない。私は彼が特に革
命理論の中にその説明変数として文化的要因を組み入れようとしたことをまず第1に評価したい。し
かしながら、それに成功したか否かは疑わしいと言わなけれぽならない。というのも、次のような根
本的な問題点が残ってしまったからである。
　第1に、アイゼンシュタットの抽出した近代革命概念はそのモデルである16世紀のオランダ革命、
17世紀のイギリス革命、18世紀のアメリカ革命がその理論的要件を満たしていない点である。それら
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の革命は政治革命ではあっても社会革命ではなかったからである。第2に、アイゼソシュタットは、
それぞれの文明と国家のもつ文化と制度の持続的な特徴に力点を置く根本的に歴史主義的なアプロー
チをとってはいるが、このアプローチの中に国際的な視点を組み入れるのに成功していない。国際関
係の構造と影響が扱われていないからである。
5．　む　す　び
　本来、革命はヤヌスの神殿の扉のように人間の「柔和な表情」と悪魔の「粗野な表情」とを持ち、
左翼が革命を論じるときには前者が登場し、保守派が革命を論じるときには後者が登場する。ダン
（J．Dunn）が論じているように「この2つの顔はあまりにもちがいすぎている。両方を同時に理解
するのはむずかしい。知的にも感情的にも非常な苦痛をともなうことになるからである。」31）本稿で検
討した行動論的革命理論にはヤヌスのこの2つの顔は行間にしか現れていないかもしれない。とはい
え、革命はなぜ起こり、どのような結果をもたらすのか？　こういった問いに答えようとして行動論
的革命理論はこれまでの歴史的データを基礎にして何らかの法則性を明らかにしようと試みたもので
ある。したがって、以下の行論では、もちろん不十分の識りは免れないであろうが、現実の革命の説
明において叙上の4組の革命理論がどの程度の有効性を備えているかについて概括的な評価を試みる
ことにしよう。
　　　　　　　　　s　　　う　　　　　　　N　　　s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あ　　　も
　その前に、革命の遠因と近因とを区別しておきたい。革命の遠因とは革命の間接的な原因、革命の
カ　　　ゐ
近因とは革命の直接的な原因というほどの意味である。さて第1に指摘したいのは、行動論的革命理
　　　　　　　　　　　　システム論の2大潮流である心理・体系モデルと政治紛争モデルがその理論的有効性としては相補的な関係に
あるという点である。革命を政治的出来事と考えるのは通例のことであるが、革命の前後に生じる心
理的社会的連関を無視するのも当を得ないであろう。したがって、相対的剥奪とかシステムの不均衡
　　　　あ　　　へは革命の遠因と考えれぽ利用可能であり、とりわけ革命状況の開始以前の段階を解明するのに心理・
システム
体系モデルは役立てることができよう。しかし、いったん革命状況に入いったならぽ、動員諸集団の
政治的力関係に注目する政治紛争モデルが有効であろう。政体構成員と挑戦者との革命的連合、強制
　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　s的資源のコントロールは革命の近因（その成否）を説明するのに重要な変数だからである。’要する
　　　　　システム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゐ　　N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぬ　　s
に、心理・体系モデルは革命の遠因を、政治紛争モデルは革命の近因を説明するのに有効であると考
える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　システム　第2に、構造的・比較史モデルは心理・体系モデルと政治紛争モデルの双方が見失った観点を補う
　　　　　　　　　　　　　　　　　s　ヘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　システムのに役立つということである。革命の遠因を説明する心理・体系モデルがその抽象性のために見落と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゐ　　　’した世界史的・国際的連関を構造的・比較史モデルは取り入れている。また同モデルは革命の近因を
説明する政治紛争モデルが見落とした潜在的に自律的な国家（および軍部官僚）を説明変数に加え
て、革命状況により精確に接近できる手がかりを与えてくれている。
　第3に、新進化論モデルがその理論的粗雑さにもかかわらず、他のモデルが決して正面かち取り組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　むまなかった文化的要因を説明変数に加えようとした点である。文化的要因は革命の近因としてよりも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一14一
ぬ　　　む
遠因として考慮すぺきであるぼかりでなく、革命政権が成立した後、しだいしだいに革命結果を左右
するようになると考えられる。革命政権が旧体制と同じ文化を建設してしまったら、当然のことなが
らもう一度革命を要求する声が出てきても不思議ではないからである。
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